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直近の法制度・裁判例を踏まえての 
労働時間管理の現状～未来を見据えたリスク対策 

※本研修会は、ＤＶＤの販売のみとなります。 
本研修会では、下記の労働時間管理の現状と未来を見据えたリスク対策について解説いたします。あまり実務書にも

記載されていない論点についても具体的な方法をお伝えする予定です。               （向井 蘭） 
①現在の労働時間の認定・立証実務について:労働時間についての論点は多岐に渡るのですが、裁判所が具体的にど
の点を重視して判断するのかは意外とあまり知られておりません。現在の労働時間の認定・立証実務について述べると
共に、未来を見据えたリスク対策について説明します。 
②現在の定額残業代についての動向:定額残業代制度については多くの裁判例が出されるに至っておりますが、一時
期の企業側に厳しい裁判所の姿勢も日本ケミカル事件最高裁判決の登場により、企業側に理解を示すようになりまし
た。一方で、労基法の改正により、時間外労働の上限規制が設けられたことを受けて、厳しい姿勢に転じる可能性もあ
ります。現在の裁判例を踏まえて未来を見据えたリスク対策について説明します。  
③今後これまでの運用では通用しなくなるであろう業界・諸制度について: 学校法人が教員に対して、医療法人
が医師に対し、数億単位の未払い残業代を支払う事例が相次いでおります。また、管理監督者はもちろんのこと、変形
労働時間性や裁量労働制など、これまであまり紛争にならなかった制度についても、今後争われることが増えると予想
されます。現在の動向を踏まえて未来を見据えたリスク対策について説明します。 
 

主な講義項目  

1.現在の労働時間の認定・立証実務について:労働時間に関する要件事実と立証構造/タイムカードがない場合に会社側
としてどのように立証するべきか/タイムカードの推定を覆すためにはどうするべきか 
2.現在の定額残業代についての動向:逆風を変えた日本ケミカル事件最高裁判決／定額残業代制度の運用において何を 
どこまで行えば良いのか/無効になるいくつかのパターン/今後の予測について 
3.今後これまでの運用では通用しなくなるであろう業界・諸制度について:紛争が急増している業界とその背景に 
ついて/管理監督者・変形労働時間制・裁量労働制の現在について/違法な運用からの制度変更の際の注意点 
 

収録時間 ２時間程度（予定） ３月３０日収録 

講師 

弁護士 向井 蘭 氏 
労働法務を専門とし使用者側の労働事件を主に取り扱う事務所に所属。近年、企業法務担当者向けの労働
問題に関するセミナー講師を務める他、労働関連誌「ビジネス法務」「企業実務」等の寄稿し情報提供活動
も盛んに行っている。また、Podcastで労働法の基礎やビジネスに関する法律の問題をわかりやすく解説
する番組「社⾧は労働法をこう使え!」の配信を開始。 
「労働法のしくみと仕事がわかる本」（日本実業出版社）／「社⾧は労働法をこう使え!」（ダイヤモンド社） 
「会社は合同労組・ユニオンとこう闘え!」（日本法令）／「書式と就業規則はこう使え!」（労働調査会） 
「2020年6月施行「パワハラ防止法」に完全対応 管理職のためのハラスメント予防&対応ブック」（ダイヤモンド社） 

費用 

ＤＶＤ【４月２０日発刊予定】購入費（税・送料込） ※振込手数料はご負担ください。 
常任幹事社労士 無料    ⇒ 幹事社労士高度化事業のお申し込みの先生 
幹事社労士   ８，８００ 円 

■レジュメ・資料は、CD で同梱となります。 
 ※ＤＶＤ購入費につきましては、受付後に送信する振込要領に基づきお振込みください。 

 

申込方法 ⇒ 下記記載欄にご記入の上、メールまたはＦＡＸにてご返信ください。 

◆メール:info@chukidan-jp.com      ◆FAX:０３－５８０６－０２９７ 

お申込種別 ※チェックをお願いします □ ＤＶＤ購入申し込み(№438) 

氏 名               （幹事番号       ） 事務所名  

所在地  

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

E-mail  

特別研修会  中企団  
ＤＶＤ販売のご案内 


